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表紙

事業報告
業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況

計算書類
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表
（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

上記事項につきましては、法令および当社定款第15条第２項の規定に基づき、書面交
付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無に関わらず、株主の皆様に
は、電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいた
します。

第11期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

株式会社ｅＷｅＬＬ
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(１) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

当社は、業務の適正を確保するための体制として、取締役会で決議した「業務の適正を確保する
ために必要な体制に係る基本方針」に基づき、内部統制システムの整備・運用を行っておりま
す。

内部統制システムの整備状況の概要は、以下のとおりであります。
ａ．当社における取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制
(a)取締役は、企業理念、法令、定款、社内ルールの遵守について自ら範を示しつつ使用人

の指導を行う。併せて、取締役会および経営会議等において、法令、定款等に対する違反
がないことを確認する。

(b)「財務報告に係る内部統制の基本方針」を遵守して財務報告の適正性を確保するととも
に、適切な体制の運用・整備・改善を行う。

(c)「反社会的勢力による被害の防止のための基本方針」を遵守し、反社会的勢力との関係
を遮断する。

(d)コンプライアンス体制をさらに有効・強固なものとするために、コンプライアンス委員
会の活動を継続する。

(e)社内および社外の内部通報窓口を設けてコンプライアンス体制の有効性を高める。
ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

(a)職務執行に関する情報は、法令に基づくものに加え「文書管理規程」等の諸規程に従
い、適切に保存および管理を行う。

(b)個人情報の管理について、「個人情報の保護方針」に準拠し、関連規程を整備する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(a)重要な経営課題については、取締役会規程等の社内規程に基づき、取締役会、経営会議

に上程して、その合理性およびリスクの予測・対応策を審議する。
(b)リスク管理体制を確保するためにリスク管理委員会を設置し、当社が抱えるリスク状況

の把握とその評価、制御等の全社的リスク管理を行い、その実施状況を取締役会に報告す
る。

(c)リスク抑制のため、決裁者は決裁権限規程に従って関係部署と合議をしたうえで決裁判
断をする。

(d)日常業務で発生し得るリスクの回避・最小化のため、業務遂行関係規程の充実を図る。
ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a)当社は、組織に関する規程において「組織規程」「決裁権限規程」「職務分掌規程」等
の社内規程を定め、職務の執行を効率的に行うために適切な体制を整備、確保する。

(b)取締役会および経営会議を定期的に開催し、取締役の担当業務に関する報告と審議を行
う。

(c)可能な限り権限委譲を行い、決裁のスピ一ドアップ・効率化を図る。
ｅ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項
当社は、監査役が職務を補助すべき使用人を求めた場合には、その組織・要員を確保する。

ｆ．前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役が職務を補助すべき使用人を求めた場合には、その補助する使用人の異動、評価等は
監査役の意見を尊重したものとし、取締役からの独立性を確保する。
また、監査役の職務を補助する際は、監査役の指揮命令に従う。

ｇ．当社の監査役への報告に関する体制
(a)経営課題、主要な申請事項、日常の業務執行状況について、監査役が出席する取締役

会、経営会議にて取締役から報告を行う。
(b)主要な申請事項その他社内の重要な事項について、監査役は、随時、関係書類を閲覧

し、報告を受けることができる。
(c)取締役は、経営に著しい影響を及ぼすおそれのある事態が発生した場合、職務遂行に関

して不正行為・重大な法令違反等の事実が判明した場合には、直ちに、監査役に報告を行
う。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

ｈ．前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制
(a)監査役に報告を行った取締役および使用人に対し、そのことを理由として不利に取扱わ

ないこととし、その旨を当社の取締役、使用人に周知する。
(b)内部通報窓口に通報したことを理由とした不利益な取扱を禁止する旨を規程に明記す

る。
ｉ．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査役の職務の執行のために必要な費用については、請求時速やかに処理するものとし、必
要に応じて事前に支払う。

ｊ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(a)監査役は、経営状況に関する重要な会議および内部統制に関する重要な会合に参加し、

意見を述べることができる。
(b)監査役は、必要に応じ、社内の各部署に対し、監査に必要な資料の閲覧・提出、質問へ

の回答等、監査への協力を求めることができるものとし、同時に、協力を求められた部署
は必ずこれに応じることとする。

(c)監査役は、監査の品質・効率を高めるため、適宜、内部監査担当者および会計監査人と
情報・意見交換等の緊密な連携を図ることができるほか、弁護士その他社外の専門家に随
時、相談できるものとする。

(２) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制の運用状況は以下のとおりであります。
ａ．原則として月に１回以上開催する取締役会および監査役会において、取締役の職務の執行状

況を監督しております。
ｂ．監査役は、取締役会および監査役会への出席の他、定期的に取締役、会計監査人、内部監査

担当等と協議の場を設け、情報収集・情報交換を行っており、特に常勤監査役は、コンプラ
イアンス委員会、リスク管理委員会等の社内重要委員会に出席して随時重要事項の報告を受
けております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

ｃ．原則として３か月に１回以上開催するコンプライアンス委員会、リスク管理委員会におい
て、取締役および使用人の職務の執行状況、法令順守状況・リスク管理状況を確認しており
ます。

ｄ．原則として月に１回以上開催する経営会議において、重要な経営課題に対し経営方針と諸方
策を適切迅速に審議決定し、経営活動の効率化を図り、併せて重要な報告を目的とした会議
体として機能しております。

ｅ．内部監査担当は、年間監査計画に基づき内部監査を実施し、監査結果は、代表取締役へ報告
しております。また、定期的な会計監査人・監査役との協議を通じて内部監査に必要な情報
収集・情報交換を行っております。
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株主資本等変動計算書

( 2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで )

株 主 資 本

新株予約権 純 資 産 合 計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金

合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 252,195 244,195 244,195 7,220 7,220 503,611 544 504,155

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 39,100 39,100 39,100 78,200 78,200
新株の発行（新株
予 約 権 の 行 使 ） 36,870 36,861 36,861 73,731 73,731

当 期 純 利 益 449,562 449,562 449,562 449,562
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △544 △544

当 期 変 動 額 合 計 75,970 75,961 75,961 449,562 449,562 601,494 △544 600,950

当 期 末 残 高 328,165 320,156 320,156 456,783 456,783 1,105,106 － 1,105,106

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

建物 ３年～15年
工具、器具及び
備品

４年～15年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
・特許権　　　　　　　　 定額法によっております。

(2) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金      債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金      従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負
担すべき額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき
支給見込額を計上しております。

(3) 収益及び費用の計上基準
　主要なサービスにおける主な履行義務の内容および収益を認識する通常の時点は以下のとおりでありま
す。
① クラウドサービス 主に「iBow」「iBow レセプト」等のソフトウエアをクラウドで提供

するサービスから収益を獲得しております。
顧客とのサービス利用契約において、サービスを提供する義務を負って
おり、当該契約に基づいたサービスを提供することによって履行義務が
充足されると判断し、サービス提供時点で定額料金および従量課金に基
づき認識しております。

② BPOサービス　 主に「iBow 事務管理代行」サービスの提供から収益を獲得しておりま
す。
顧客との委託契約において、サービスを提供する義務を負っており、当
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個別注記表

該契約に基づいたサービスを提供することによって、履行義務が充足さ
れると判断し、サービス提供時点で従量課金に基づき認識しておりま
す。

２. 会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、当事業年度の財
務諸表に与える影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
　前事業年度まで「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「敷金」は、金額的重要性が増したた
め、当事業年度より独立掲記することとしました。

４. 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額
　　繰延税金資産　31,379千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

将来減算一時差異に対して、将来の課税所得の見積りにより繰延税金資産の回収可能性を判断しており
ます。将来の課税所得の見積りは、取締役会において承認された翌事業年度の予算および翌事業年度を初
年度とする３か年の事業計画を基礎として見積もっております。

② 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
課税所得の見積りの基礎となる当社の取締役会で承認された翌事業年度の事業計画における主要な仮定

は、新規顧客契約数、顧客利用単価等を踏まえた売上高、並びに変動費および固定費であります。
③ 翌事業年度の財務諸表に与える影響

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等が、実際に発生した課税所得の時期および金額が見積
りと異なった場合、翌事業年度の繰延税金資産および法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性
があります。これにより、繰延税金資産の取り崩しが発生する可能性があります。
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個別注記表

有形固定資産の減価償却累計額 23,668千円

普通株式 6,959,630株

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年３月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 104,394 15 2022年12月31日 2023年３月30日

普通株式 654,735株

５. 会計上の見積りの変更に関する注記
（耐用年数の見積りの変更）

当社は2022年12月15日開催の取締役会において、本社移転（2023年６月予定）に関する決議をいたし
ました。これに伴い、移転後利用見込みのない固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわたり変更して
おります。

また、原状回復費用に関して見積りの変更を行うことで、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる
金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上しております。

この見積りの変更により、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益および税引
前当期純利益は、それぞれ1,831千円減少しており、また、翌事業年度の営業利益、経常利益および税引前
当期純利益に与える影響は、それぞれ9,684千円減少いたします。

６. 貸借対照表に関する注記

７. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項
基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

(3) 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的とな
る株式の種類及び数
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貸借対照表計上額(＊) 時 価 ( ＊ ) 差 額

① 敷 金 81,870 79,369 △2,501

② 長 期 借 入 金 （96,060） （95,759） △300

８. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については、安全性の高い預金等の金融資産で運用を行っております。また、資金調

達については、事業に必要な運転資金および設備資金を銀行借入により調達しております。有価証券取引
およびデリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である買掛金のほか、未払

金、未払法人税等および未払消費税等は、すべて１年以内の支払期日であります。
借入金は、主に長期運転資金、設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日は決算日

後、最長で２年後であります。
③ 金融商品に係るリスク管理体制

ｱ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、当社の与信管理規程に従い、定期的

に取引先の信用状況を把握し、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
ｲ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、適時に資金計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理
しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については次のとおりであります。

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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区 分
時 価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

敷 金 －千円 79,369千円 －千円 79,369千円

長 期 借 入 金 － 95,759 － 95,759

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
敷金
　返還時期を見積もったうえ、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づいた利率で
割り引いた現在価値によって算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法によ
り算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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繰延税金資産
未払事業税 8,403千円
賞与引当金 12,164千円
未払費用 2,544千円
減価償却費超過額 1,639千円
前受収益 5,713千円
その他 1,950千円

繰延税金資産合計 32,417千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,037千円

評価性引当額合計 △1,037千円
繰延税金資産の純額 31,379千円

９. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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サービスカテゴリー別 当事業年度

クラウドサービス 1,480,830

BPOサービス 107,351

その他サービス 14,997

顧客との契約から生じる収益 1,603,179

その他の収益 －

外部顧客への売上高 1,603,179

当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 241,123

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 319,361

契約負債（期首残高） 48,392

契約負債（期末残高） 33,236

10. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）当社は、訪問看護ステーション向けサービス提供事業の単一セグメントであります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「(3)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
ります。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 顧客との契約から生じた債権および契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）１．顧客との契約から生じた債権
　顧客との契約から生じた債権は、主に「クラウドサービス」「BPOサービス」の利用に伴う債権等
で構成されており、これらの債権の回収期間は、主に１～２か月以内であります。

２．契約負債
　契約負債は、「クラウドサービス」の契約に基づく履行に先立って受領した対価に関連するもので
あり、当社が契約に基づき履行した時点で収益に振り替えられるものであります。
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種 類 名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期 末 残 高

主 要 株 主
役 員 中野　剛人 41.5% 当社代表

取締役
当社第２回新株予

約権の行使 49,504 資本金
資本剰余金

24,752
24,752

(1) １株当たりの純資産額 158円79銭
(2) １株当たりの当期純利益 67円18銭
(3) 潜在株式調整後１株当たりの当期純利益 65円08銭

　当事業年度期首における契約負債のうち、当事業年度において収益に認識した金額は35,750千円
であります。
　当事業年度における契約負債の減少は、一括した利用料等の前払が減少したためであります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社においては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、
残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

11. 関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

（注）取引条件および取引条件の決定方針等
当社第２回新株予約権の行使については、2016年７月25日開催の取締役会決議に基づき付与された新

株予約権の当事業年度における権利行使を記載しております。なお、「取引金額」欄は、当事業年度にお
ける新株予約権の行使による付与株式数に払込金額を乗じた金額を記載しております。

12. １株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2022年５月18日開催の当社取締役会の決議に基づき、2022年６月15日付で普通株式１株につ
き15株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１
株当たりの純資産額、１株当たりの当期純利益および潜在株式調整後１株当たりの当期純利益を算定して
おります。

13. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はございません。
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